
別紙２

1 継続企業の前提に関する注記

固定資産の減価償却方法は、定額法を採用する

（1）法人全体の財務諸表（第1号の1様式、第2号の1様式、第3号の1様式）
（2）社会福祉事業における拠点区分内訳表（第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式）
（3）各拠点区分におけるサービス区分の内容
拠点区分：慈光保育園（保育事業）

「慈光保育園園」　

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0

96,444,364 0 3,539,655 92,904,709

0 0 0

99,984,019 0 3,539,655 96,444,364

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

176,715,000 83,810,291 92,904,709

176,715,000 83,810,291 92,904,709

17,335,422 8,861,314 8,474,108

1,500,000 1,499,999 1

26,551,624 22,699,704 3,851,920

3,010,680 2,800,768 209,912

48,397,726 35,861,785 12,535,941

225,112,726 119,672,076 105,440,650

４．法人で採用する退職給付制度

計算書類に対する注記（法人区分用）

２．重要な会計方針

３．重要な会計方針の変更

該当なし

該当なし

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

社会福祉施設職員退職手当共済法に定める給付制度及び社会福祉法人　福井県社会福祉協議会に定める給付制度

５．拠点が作成する計算書類とサービス区分

「本部」

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類

土地

建物　　　慈光保育園園舎1棟

定期預金

合　　計

構築物

該当なし

８．担保に供している資産

該当なし

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産

建物

小　　計

その他の固定資産

車輌運搬具

器具及び備品

ソフトウェア

小　　計

合　　計



債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

1,599,562 0 1,599,562

1,599,562 0 1,599,562

１３．重要な偶発債務

　該当なし

１４・重要な後発事象

該当なし

１５. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受けが行われた場合には、その旨及び概要

該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

未収金

合　　計

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事
項

該当なし


